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論　　文
移動的労働市場アプローチと選択可能な社会への道
若　森　章　孝　
1 　移動的労働市場論の目標
　移動的労働市場アプローチは、1995 年にギュンター・シュミットの画期的な論文「まだ
完全雇用は可能か？」（Schmid1995）によって提起された。その後このアプローチは、シュ
ミット、ピーター・オーア（ILO）、ベルナール・ガズィエ（パリ第 2 大学）を中心に形成
された移動的労働市場学派によって展開され、欧州社会モデルとその推進策としての欧州雇
用戦略（EES）の策定と実施に大きな影響を与えてきた。
　移動的労働市場アプローチは、現代の労働市場が事実上、労働市場内部での移動（転職）、
および雇用と失業のあいだの移動に加えて、教育・技能訓練と雇用のあいだの移動、雇用と
家庭的領域のあいだの移動、雇用と就労能力を失った状態（退職）のあいだの移動、とい
う 5 つの移動から構成されていることに注目する。そして、この 5 つの移動にともなうリス
クを管理・制御し「保護された移動」を制度化するなら、労働時間を短縮し、教育・訓練お
よび育児・介護のための時間を増大することによってより多くの雇用機会が創出され、構造
的な長期的失業と大量の非正規雇用を抱える現代においても再定義された意味での完全雇用
要　　旨
　移動的労働市場の制度的枠組みは、労働市場内の移動や雇用と失業のあいだの移動に
加えて、労働市場と教育領域、家庭領域、退職領域とのあいだの移動、という 5 つの移
動から構成される。これらの移動はそれぞれ固有のリスクをともなっている。移動的労
働市場アプローチは、移動リスクを個人の負担とするのではなく管理 ･ 制御し、「保護さ
れた移動」を制度化するならば、労働市場の流動性と労働時間の短縮が進み、今日にお
いても完全雇用は可能である、と考える。このアプローチは、欧州雇用戦略の柱になっ
ているフレキシキュリティ（柔軟性・保障性）政策を質的に高める可能性をもっている。
キーワード： 欧州雇用戦略；就労能力低下のリスク；積極的労働市場政策；フレキシキュリティ；
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が可能である、ということを主張する。すなわち、安定した職業または従属的な雇用労働を
伝統的に意味していた雇用の概念は、労働の概念が直接的な雇用労働から教育・訓練や育児
などの非市場的活動にまで拡大されるのに照応して、人びとのライフコースにおける長期的
な就労能力の一時的な状態（教育・訓練、多様な雇用形態、育児・介護、失業、退職および
これらのあいだの移動）として定義し直される。そして人びとは、ライフコースを通してこ
のような移動的労働市場のどれかの領域に包摂されることになる。シュミットは、再定義
された完全雇用に、「ライフコースにおける特定の状況や欲求に応じて変化する雇用形態を
見出す機会をすべての人に――男性にも女性にも――提供する」という意味（Schmid2002a: 
174）を与えている。
　ところで、ベヴァリッジの『自由社会における完全雇用』（1944）は、 完全雇用を単に失
業のないこと以上のものとして、社会的統合との関連で捉えている。つまり、「所得はあっ
ても、無為は心をくさらせる。不用であるという感情は道徳を退廃させる」（Beveridge1944: 
19; 訳 44）と主張し、完全雇用政策の目標を「無為 idleness からの解放」（ibid. : 17; 訳 42）
と定めているのであるが、移動的労働市場による完全雇用の再定義は、これを現代の文脈に
おいて継承しようとするものである 1）。また、人びとがライフコースのそれぞれの段階の必
要に応じて、多様な雇用関係のあいだを、あるいは労働市場と教育や家庭とのあいだを自由
に移動できることを保障する移動的労働市場の制度化は、生涯的時間を労働、研究、余暇（退
職を含む）に配分する選択の自由が保障される「自由選択社会」（Rehn1977）を構想した、
積極的労働市場政策と生涯教育のパイオニアであるＧ・レーンの社会改革思想を、グローバ
ル化とポスト工業化の文脈において継承しようとする （Schmid2008: 6）。
　このような目標を掲げる移動的労働市場論は、ＥＵおよび加盟国における労働市場改革
の方向性を提示することによって、欧州雇用戦略（EES）の策定と展開に大きな影響を及
ぼしてきた 2）。1997 年 10 月に調印されたアムステルダム条約が「高水準の雇用の促進」を
1 ） ベヴァリッジは、『社会保険および関連サービス』（1942）において社会保障制度の目標を窮乏からの
解放においたが、それにたいし『自由社会における完全雇用』では、完全雇用政策の目標として「無
為からの解放」を掲げた。シュミットによれば、ベヴァリッジは社会統合という用語を使ってはいな
いが、無為からの解放を強調し、完全雇用を、「社会全体では失業者よりも満たされない欠員の方が多
く、かつ個人的にも失業状態が速やかに解消され、失業保険で保護されるが道徳的な退廃が発生しな
い状態である」（Beveridge1944: 19-20、小峯 2007: 327）として定義することによって、事実上、完全
雇用による社会的統合の達成を提唱した（Schmid2008: 3-5）。シュミットは、移動的労働市場を通して
の社会的統合を提唱することで、従来無視されていた完全雇用と社会統合との連関を再構築しようと
している。
2 ） 欧州雇用政策の策定と実施には、移動的労働市場論だけでなく、エスピン - アンデルセンたちの社会
的投資国家論やブレアの「第 3 の道」も大きな影響を与えたが、欧州雇用政策の指針は移動的労働市
場論から労働市場改革の提言をいちばん多く採り入れている。
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ＥＵの目的として初めて掲げたのをうけて、同年 11 月のルクセンブルク欧州理事会は、
加盟国の雇用政策のための指針として、就労能力 employability、企業家精神、適応能力
adaptability、男女の機会均等という 4 つの柱と 13 項目から構成された第１期「欧州雇用戦略」
（1998-2002 年）を決定したが、表 1 にみられるように、これらの項目の多く（1、2、4、5、8、
9、11、12、13 の 9 項目）は移動的労働市場学派から提起された労働市場改革と関連をもっ
ている（Rogowski2008: 13-17）。
表 1　1998年の欧州雇用戦略の指針と移動的労働市場の概念
Ｉ 就労能力を高める
　 1  若年者失業と長期失業に取り組む
　 2  消極的労働市場政策から積極的労働市場政策へ
　 3  労使交渉による問題解決の促進
　 4  教育から労働への移行の促進
Ⅱ 企業家精神を発展させる
　 5  自営業の支援と促進
　 6  職の創出機会の開発
　 7  税制をより雇用促進的なものにする
Ⅲ 経営者と被雇用者の適応能力を促進する
　 8  労働組織の現代化
　 9  企業の適応能力を高める
Ⅳ 男女機会均等のための政策を強める
　 10 男女格差に取り組む
　 11 仕事と家庭生活を調和させる
　 12 育児休暇後の職場復帰の促進
　 13 障がいをもつひとの労働生活への統合の促進
出所）Rogowski2008, : 15.
　2000 年 3 月にリスボンで開催された欧州理事会は、「より多くのよりよい仕事とより高い
社会的結束をともなう持続可能な経済成長を達成しうる、もっとも競争力に富みかつもっと
もダイナミックな知識基盤型経済」の実現を、2010 年までの発展戦略として提起した。具
体的な数値目標として就業率（15-64 歳）を 61％から 70％に引き上げること（女性の就業
率を 51％から 60％に引上げること）を掲げたのをうけて、第 2 期の欧州雇用戦略（2003-2005）
は、4 つの柱（就労能力、企業家精神、適応能力、男女の機会均等）に代えて、①完全雇
用 3）、②仕事の質と生産性の改善、③社会的結束と包摂的労働市場という 3 つの重なり合う
3 ） full employment はしばしば「フル就業」と訳されているが、移動的労働市場論が完全雇用による社会
的結束の実現というベヴァリッジの思想を継承しようとしていること、雇用、教育 ･ 訓練、家庭（育
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目標を雇用政策の指針として提唱した。雇用政策の指針が経済政策の指針と統合されて統合
経済 ･ 雇用政策のための指針の第 3 部として位置づけられるようになった 2005 年に、欧州
雇用戦略の大きな修正がおこなわれたが、表 2 にみられるように、依然として多くの項目（17、 
18、 19、 20、 21、 24）が移動的労働市場論の政策思想から影響を受けている。また欧州委員
会は 2007 年に、この表の 21 で提唱されている労働市場の柔軟性と雇用の保障性の結合を発
展させるかたちで、欧州雇用戦略の政策的核心としてフレキシキュリティ（柔軟性・保障性）
を提案した。欧州閣僚理事会で承認されたこの提案は、 2008 年から加盟国レベルで実施さ
れているが、2008 年秋以降の欧州経済危機のもとで、フレキシキュリティの概念的あいま
いさと政策的有効性をめぐって活発な議論が展開されるようになった。移動的労働市場論は
移動的労働市場の制度化（保護された移動）によって達成されるべき労働市場の到達目標と
してフレキシキュリティを捉え , 柔軟性と保障性の多様な補完的関係を作り出す労働市場改
革を提案している。
表 2　統合指針のもとでの雇用政策指針（2005-2008年）（2008-2010年も同じ）
17 完全雇用を達成し、労働の質と生産性を改善し、社会的・領域的結束を
強めるための雇用政策を実施する
18 労働へのライフサイクル･アプローチを促進する
19 包摂的な労働市場を確保し、仕事の魅力を高め、不利な状況にある人び
とや無活動の人びとを含む求職者にとって仕事を割に合うものにする
20 労働市場のマッチングを改善する
21 労使の社会的パートナーが演じる役割に留意しながら、雇用の保障性と
結びついた柔軟性を促進し、労働市場の分断を軽減する
22 雇用促進的な労働コストと賃金決定メカニズムを保障する
23 人的資本への投資を拡大し改善する
24 教育と訓練のシステムを新しい能力の要請に対応させる
出所）中村 2012: 9; Rogowski2008: 16
2 　移動的労働市場の原理と形態――完全雇用の再定義
　移動的労働市場の構想は、労働市場および雇用関係の大きな変容と、そこに含まれるリス
クとチャンスの可能性にたいする見通しにもとづいている。今日、先進工業諸国では、正規
雇用と呼ばれてきた就業形態は減少傾向にあり、雇用関係の多様化が進行している。一般に
契約期限に定めのない雇用として説明される正規雇用には、次の 4 つの要素、①家族の稼ぎ
児 ･ 介護）、失業、退職という 5 つの領域のあいだの移動の制度化によって完全雇用を再定義している
ことを考慮して、「完全雇用」と訳すことにする。
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手としての男性を対象としたフルタイムの永続的な雇用契約、②労働時間や職業上の地位、
家族状況にもとづく収入の安定、③同一企業での長期雇用と企業特殊的技能の形成、④完全
雇用を前提とした寛大な社会保障、が含まれていた（Schmid2002a: 152）。フォーディズム
的成長体制のもとでの資本主義の黄金時代（1945-1974）において支配的であったこのよう
な正規雇用は、1970 年代前半から衰退し始め、パートタイム労働や有期雇用、派遣労働といっ
た非正規雇用の就業形態が増加傾向にある。雇用保障や職場内訓練、賃金の安定によって特
徴づけられる大企業の内部労働市場の衰退と女性の労働市場参加は、 正規雇用の減少と非正
規雇用の拡大に弾みをつけていると考えられる。
　正規雇用の侵食と非正規雇用の拡大はどこまで進んでいるのだろうか。ここで正規雇用労
働者とは、週 36 時間以上のフルタイム雇用で、期限に定めのない契約の肉体労働者および
事務労働者（公務員・兵士を除く）を指している。シュミットが挙げているドイツのデー
タ（1985-2005 年）によれば、表 3 にみられるように、労働年齢人口（15-64 歳）に占める
労働参加率が 68.0％（1985 年）から 76.2％（2005 年）に上昇したのにたいし、正規雇用の
割合は 37.0％（1985 年）から 33.9％（2005 年）に低下している。2005 年では、正規雇用が
33.9％であるのにたいし、非正規雇用（パートタイム雇用、在宅就労やフリーランサーを含
む自営業、派遣労働、契約社員を含む有期雇用、訓練生の合計）は 29.4％となっている。正
規雇用は、非正規雇用に失業率（9.8％）を加えた割合（39.2％）よりも少なく、労働参加者
（76.2％）の半数以下（44.5％）である。
　しかし、正規雇用の減少と非正規雇用の増加の傾向は複雑であり、正規雇用の終焉を唱え
るのは早計である。男性の正規雇用率は 20 年間で少ししか減少していないし（51.3％から
44.6％）、2005 年の時点では、男性の労働参加率（82.9％）の過半数（54％）が正規雇用である。
正規雇用の絶対数は、男性ではわずかに減っているが、女性ではほとんど変化していない
（Schmid2008: 168）。非正規雇用が拡大し多様化しているのは労働参加率全体が大きくなっ
ているためであり、とくにパートタイム雇用の増加（1985 年の 7.1％から 2005 年の 15％へ）
が女性の労働参加の増加を吸収しているためである。
　このような雇用関係の多様化、正規雇用の減少、女性の労働市場参加、高い構造的失業率
によって特徴づけられる現代の労働市場の傾向と可能性を、どのように理解すべきだろうか。
移動的労働市場アプローチは、この問いにたいする斬新な考察にもとづくものである。
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表 3　ドイツにおける雇用関係の変化（1985-2005年）
男女 1985 1997 2005 2005男性
2005
女性
広義の失業率 5.7 9.3 9.8 10.5 9.1
パートタイム雇用率 7.1 11.3 15.0 4.9 25.3
自営業率 7.3 6.2 7.6 10.4 4.6
広義のフルタイム雇用率
・派遣労働
・有期雇用
・職業訓練生
・公務員・兵士
・正規雇用
47.9
0.1
2.0
3.6
5.2
37.0
46.3
0.4
2.5
2.7
3.3
37.4
43.8
0.8
3.1
2.9
3.1
33.9
57.1
1.2
3.8
3.3
4.2
44.6
30.4
0.4
2.4
2.6
1.9
23.1
労働参加率 68.0 73.0 76.2 82.9 69.4
出所）Schmid2008: 167.
　
　第 1 に、移動的労働市場アプローチは、正規雇用と非正規雇用のあいだ（例えば、正規雇
用とパートタイム雇用のあいだ）、あるいは、パートタイム労働や派遣労働、有期雇用、自
営業といった多様な非正規雇用のあいだの境界が不明瞭になって、多くの人びとが労働市場
においてさまざまな雇用身分を移動している現実に注目する。
　第 2 に、移動的労働市場アプローチは、労働市場での有給の雇用とその他の生産的ではあ
るが非市場的な活動（子育てや親族の介護といった社会的義務による活動）との境界が不明
瞭になって、多くの人が労働市場と家庭的領域のあいだを移動していること、さらに、学校
や継続的職業訓練と労働市場との境界も不明瞭になって、この境界を多数の人が移動してい
ることを指摘する。
　第 3 に、移動的労働市場アプローチは、労働市場で生まれるリスクの一部が技術変化や市
場の変化といった外的ショックによらず、人びとの選択と行動によって生み出された内生的
リスク（子育てや介護、新しい職の準備などのための職歴の中断、健康の悪化、離婚や第一
子の誕生、多忙なサービス職に多い燃え尽き症候群など）によっていることを強調する。内
生的リスクには通常、新しい職や学校への復帰や家族的状況の変化への準備となる短い失業
期間がともなうが、介護や子育ての義務によって失業期間が長期化することもありうる。景
気変動にともなって生じる循環的失業とならんで、このような移動や結婚生活の不安定、多
忙な職業生活から生まれる内生的リスクに起因する新しいタイプの失業、すなわち、移動的
失業 transitional unemployment が増加しつつある。移動的失業は失業全体の約三分の一と
推定されている（Schmid1998: 6）。
　第 4 に、移動的労働市場アプローチは、低学歴（教育と訓練のリスク）が低い就業率と
260
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高い失業率の原因になっており、ライフコースを通した就労能力 employability の劣化は
55-64 歳の労働者層の低い就業率に関連している、という認識を示したうえで、若年労働者
にとって不安定な非正規雇用（パート労働、派遣労働など）から安定した雇用への移動は困
難である、と指摘する。そのような移動は、いくつかの社会的課題を同時に遂行しなければ
ならない「圧縮された職歴」によって妨げられているのである。とくに 25-35 歳の若い女性
は、良い教育の習得、適職探し、持続的な職歴の計画、ふさわしいパートナーの選択、住宅
費など多額の費用をともなう家族の立ち上げ、という 5 つの課題をライフコースの限られた
期間にこなさなければならない立場におかれている。
　労働市場の現在の姿を以上のように観察するならば、移動的労働市場はすでに出現してお
り、存在していることになる。典型的な正規雇用契約は衰退しているが、どのような雇用契
約が新しい標準になるのか分からない状況のなかで、人びとは、労働市場の内部、および労
働市場とそれを囲む諸領域（教育、家庭、失業、退職）のあいだをますます多く移動してい
るのである。それゆえ、移動的労働市場アプローチにとって重要なのは、すでに存在する移
動的労働市場に固有な、長期失業や社会的排除のようなリスクを軽減し、その潜在的可能性
を引き出す制度的枠組みを構築することである。そういった制度的枠組みは、教育・訓練と
雇用のあいだ（Ｉ）、さまざまな雇用身分、またはさまざまな労働時間体制のあいだ（Ⅱ）、
図 1　移動的労働市場の制度的枠組みおよび新しい労働市場リスクのタイプ
出所）Schmid2002a: 188; Schmid 2002b: 396
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無償の家族的労働と有給の労働市場労働のあいだ（Ⅲ）、雇用と失業のあいだ（Ⅳ）、雇用と
退職のあいだ（Ⅴ）、という 5 つの境界に社会的に制度化された橋を設けて、これら 5 つの
領域のあいだを人びとがそれぞれのライフコースの段階の必要に応じて移動することを支援
する仕組みである。そのような移動的労働市場の枠組みを、図 1 のように描くことができる。
　上記のように描かれた移動的労働市場の枠組みでは、5 つの移動が一方通行ではなく双方
向的に同時に行われていること、移動の失敗から生じる社会的リスクが 5 つの「橋」によっ
て制度的に管理されていること、教育、労働市場、家庭、失業、障がい・退職の 5 つの領域
が相互につながっていること、例えば、失業者に限らず、就業者、育児・介護で仕事を中断
した者、退職者・障がい者が教育の領域（Ｉ）に移動して就業可能性と所得能力の維持・向
上に努めうること、などが強調されている。また、教育や家庭、失業や退職の領域にまで拡
大された移動的労働市場の枠組みにおいては、労働や雇用、失業が新しい意味を獲得するこ
とになる。労働の概念が、雇用契約を通しての有給の従属的労働という意味を超えて、個人
的レベルあるいは社会的レベルで生産的な非市場的活動（具体的には、社会的に有益な介護
や子育ての活動、学校や継続的職業訓練）にまで拡大される 4）。（強制的または自発的な義務
から生じる）非市場的活動も、労働市場と関連をもつかぎり、労働の概念に属するとされる。
雇用の概念は、安定した職業または雇用されている状態といった伝統的な意味ではなく、人
びとのライフコースにおける長期的就労能力の一時的な状態または現在の発現形態を意味す
るようになる（Gazier and Schmid2002: 6）。失業の概念も、有給の雇用からの排除という固
定的な意味よりも、ライフコースにおける職歴の中断とか新しい職や学校への復帰、家族的
義務への準備となる移動的失業を意味するようになる。総括的に言えば、移動的労働市場の
もとでは、人びとがライフコースのそれぞれの段階の必要に応じて、多様な雇用関係のあい
だ、あるいは労働市場と他の生産的な活動とのあいだをより自由に移動できればできるほど、
それだけ雇用機会が多く創出され失業も減少する、ということになる（Schmid2002a: 188）。
　移動的労働市場を通して労働や雇用、失業の概念が新しい意味をもつようになることは、
完全雇用と社会的統合の概念が定義し直されることを意味する。移動的労働市場アプローチ
は、 定義し直された完全雇用のための戦略として移動的労働市場の枠組みを提起する。完全
雇用の概念は、「すべての人に男女同等に、彼らのライフコースにおける特殊な状況や希望
に応じて変化する雇用形態を見つける機会を与える」（Schmid2008: 195）ものとして再定義
される。この新しい定義は、「すべての人に生涯を通してフルタイムの雇用」を与えるとい
う伝統的な完全雇用の概念は男性一人稼ぎ主／女性ケア労働者という伝統的な家族モデルに
4 ） 労働概念を職業訓練や義務から生じる有益な社会的活動にまで拡げて最初に定義したのは、Supiot
（1992）である。
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立脚したもので、 もはや現実的な目標ではありえない、という認識にもとづいている。具体
的には、移動的労働市場の制度化によって有給の労働と他の有用な諸活動のあいだの境界が
ますます流動的なものになるという見通しのもとで、シュミットは、男女が等しくライフコー
スを通して有給の労働に従事する平均時間の目標として週 35 時間労働を提案している。こ
の平均的週労働時間は、もはや固定的な長さではなくライフコースに応じて可変的であって、
「フレキシブルな週 35 時間労働」（ibid. : 197）として位置づけられている 5）。
　 「柔軟な週 35 時間労働は、ライフコースを通した週平均労働時間に等しいが、ライフサイ
クルの段階や経済的必要性、個人的選好に適応するために、そこからズレが生じうる。言
い換えれば労働時間は、個人のライフコースを通して変化する選好や経済の新しい操作要
請に適応しなければならないだろう。…流動的均衡としての週 35 時間労働からの大きな
ズレが個人のライフコースまたは経済的理由のために出てくることもありうるが、このよ
うなズレは移動的雇用という用語によって、あるいは、一時的で短期の失業という出来事
の場合には移動的失業という用語によって指示される」（ibid.）。
　完全雇用のこのような定義は、有給の労働と家庭の非市場的労働とを両立させる選択がＥ
Ｕ諸国でますます多くなっていることから生じる、実際の労働時間と希望労働時間との違い
からも根拠づけられる（ibid. : 202）。完全雇用の再定義は、労働市場参加の男女機会均等を
考慮にいれなければならない。完全雇用のこのような定義は、長期失業といった社会的排除
の反対概念としての社会統合の新しい理解と結びついている。すなわち、社会統合は、単に「労
働を割に合うもの」にするのではなく「移動を割に合うもの」にすること、すなわち、ライ
フコースを通して変化する柔軟なキャリアや移動という決定的な分岐点において就労能力を
保障する制度を利用できるようにすること、社会生活の関連するすべての領域に十分に参加
できるようにすること、を意味するのである（Gazier and Schmid2002: 1, 5）。
　完全雇用の再定義のもとでの柔軟な週 35 時間労働に関して、シュミットはさらにいくつ
かの追加的補足をしている。一方では、労働時間を現在のレベルよりもさらに短縮すべき要
因として、①市場に媒介された労働は教育や介護といった非市場的活動よりも環境負荷が大
きいこと、②男性が労働時間を短縮してより多くの無償の家族的労働を引き受けるならば、
それだけ女性の有給の労働時間が長くなること、③人びとがライフコースを通して人的資本
を高めていくには、労働時間を教育や訓練のための時間に転換する選択肢がますます必要に
なること、の 3 点を指摘する（Schmid2008: 197）。しかし、同時に他方では、再定義された
5 ） シュミットは、2002 年の論文「移動的労働市場の理論にむかって」においては、柔軟な週 30 時間労働
を提案していた。提案が変化したのは、すでに週 38.5 時間労働にまで労働時間を短縮していたＥＵの
中心的諸国で、週労働時間の短縮の歴史的傾向がその可変的利用の増加によって置き換えられている、
という現実を、シュミットが踏まえているからであろう（Schmid2008: 211）。
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完全雇用の実現にとって重要なのは、週平均労働時間の短縮傾向よりもむしろ雇用関係の多
様性とそれらを自由に選択できる機会である。シュミットによれば、移動的労働市場の原理
は、単に週 35 時間労働をめざすことではなく、潜在的雇用関係の範囲の拡大を通じて就業
レベルを高め失業を減少させていくことである。制度化された移動的労働市場は、 これまで
無視されていた、雇用関係の範囲を広げる方法なのである（ibid. : 198）。有給の雇用と生産
的な非市場的活動とのあいだの移動がより開かれたものになって潜在的雇用範囲が拡大する
ことによって、雇用が創出され長期失業が減少していくことが想定されている。
3 　移動的労働市場と社会的リスクの管理――ライフコースの視点
　移動的労働市場の枠組みは、横断的構造的に見るならば、長期的失業や非正規雇用の増大
にたいするオルタナティブとして、労働市場の 5 つの橋の双方向の移動を促進することに
よって教育や有益な非市場的活動のための時間を作り出し、有給の労働時間の短縮とディー
セントな雇用の創出を進展させることをねらっている。人びとのライフコースの視点から見
るならばそれは、教育・継続的職業訓練と雇用のあいだ、さまざまな雇用身分のあいだ、雇
用と家庭領域のあいだ、雇用と失業のあいだ、雇用と退職のあいだの移動にともなうリス
ク、つまり、個人にとってはリスクと機会を同時にもたらす決定的出来事（クリティカル・
イベント）の選択と関連している。ここでいうライフコースの視点とは、人びとが生涯的時
間を学習、有給の雇用、退職の 3 つの時期に一方通行的に固定的に分割するのを止めて、学
習と雇用と有用な非市場的活動の諸時期を何度か双方向的に選択し移動することを意味して
いる。このような移動にともなうリスクは、大多数の人びとにとっては個人的に対応するこ
とが困難で、しばしば失業や所得能力の劣化に陥りがちであり、社会的に管理する必要があ
る。だが移動的労働市場は、リスクを最小にしようとするのではなく、移動にともなうリス
クを人びとが引き受けることを促進するために移動リスクを事前に管理する仕組みを提案す
る。移動のリスクに制度的に対応するには、労働市場政策と社会政策との新しい連携が必要
なのである。
　リスクはライフコースを通して生じる決定的な移動にしたがって、次の 5 つのタイプに分
類される（Schmid2008: 283）。
① ライフコースを通しての、人的資本または就労能力の後退あるいは劣化
② さまざまな雇用関係のあいだを移動することによる所得の不安定
③ 子育てや家族の介護などの社会的義務による所得能力の制限
④ 非自発的失業による所得の不安定
⑤ 障がいや慢性的な病、加齢による所得能力の永続的な低下または消滅
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　ここで人的資本、所得能力が就労能力と同じ意味で使われていることからも推察されるよ
うに、移動的労働市場アプローチにおいては、将来の労働市場にとっての主要なリスクは景
気循環にともなう大量失業ではなく（このリスクは存続しているが）、就労能力の劣化とい
う永続的なリスクであり、それに照応する収入の減少あるいは不安定性である、と認識され
ている（Schmid2002b: 395）。人びとは、失業や病気、加齢や障がい、社会的義務といった
人生の決定的な出来事に直面して就労能力低下のリスクに対応せざるをえないのである。
　以上のような 5 つのリスクにたいする制度的措置として、移動的労働市場アプローチは社
会的保護制度と雇用政策のネクサスの観点から、図 1 にみられるように、個人が移動とそれ
にともなうリスクを引き受けるための信頼できる橋として、次の 5 つを提案する。
　①　 教育と雇用のあいだ、職業訓練と雇用のあいだの移動が成功するように、所得能力（就
労能力）を開発、維持、向上させる
　②　 さまざまな雇用関係のあいだ、とくにパートタイムとフルタイムのあいだ、従属的雇用
と自営業のあいだの決定的な移動を通して、所得の保障（所得不安定の緩和）をする
　③　 所得能力が社会的義務のために制限されるライフコースの段階を通して所得支援を提
供する
　④　 効果的な求職活動を可能にするために、雇用と失業のあいだの移動期の所得を維持する
　⑤　 障がいあるいは退職のために所得能力が減退するかゼロになる場合、所得代替を提供
する
　シュミットによれば、これらの制度的措置は、よき移動を支援して移動の失敗を防ぐため
に、4 つの基準を満たさなければならない。第１の基準は、個人の自由（または自律性）と
より多くのリスクや義務を引き受けることとの相互的契約に関するものである。第 2 の基準
は包括的なリスクシェアリングによって促進される連帯である。第 3 の基準は共同と協力に
よって改善される有効性であり、具体的には完全雇用と職の質を確保することである。第 4
の基準は、目標管理などのリスク管理の方法を労働市場政策に応用することによる効率性（コ
ストの抑制）である（ibid. : 399）。
　5 つの主要なリスク管理のなかでもっとも重要なものは、教育・訓練と労働のあいだの移
動のリスクを管理して移動を活性化することである（ibid. : 398-402）。新しい情報技術の利
用によって年々、約 10％の職が失われ、新しい技能を必要とする同率の職が創出される今
日の流動的な労働市場のもとでは、人的資本に関するリスクは学校から労働への移動に限定
されず、ライフコース全体を通してのリスクになっている。技能レベルに照応する失業率の
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大きな相違は、所得能力（就労能力）の重要性と人的資本のリスクを端的に示している 6）。
また、成人にとっての技能の陳腐化のリスクは、子育てや介護などの社会的義務による職歴
の中断も加わって増加しており、生涯的な職業訓練の重要性が高まっている。ライフコース
を通しての技能の劣化に関連するリスクのシェアリングには、国家が介入しなければならな
い 7）（Schmid2008: 287）。教育・訓練と労働のあいだの移動を活性化するものとして、失業給
付の権利を教育訓練の補助金（バウチャー）に転換する制度や労使交渉にもとづく有給の教
育・訓練休暇制度が提案されている。
　さまざまな雇用身分または労働時間体制のあいだの移動の活性化に関しては、新しい非正
規雇用に固有なリスクを管理する制度として、労働時間について交渉する権利や所得の中断
をカバーするための社会的保護の拡大、パートタイム労働者を保護する制度（パートタイム
失業手当、非自発的なパートタイム労働者のフルタイム職への優先権）などが提案されてい
る（Schmid2002b: 402-404）。
　家庭と労働市場のあいだの移動の活性化としては、女性の就業率の上昇によって有給の労
働と子育てなどの無償の活動との緊張が高まり、とくに女性にとって極端な時間不足や実際
の労働時間と希望の労働時間とにギャップが生じていることが考慮されなければならない。
そのため、個人や家庭の事情に応じて有給の労働時間と無給の有益な労働とのあいだで幅の
ある選択ができるような新しい権利が提案されることになる（ibid. : 408）。また育児休暇制
度は、社会的義務による所得能力の低下のリスクをカバーする所得支援として位置づけられ
る。
　雇用と失業のあいだの移動の活性化として、失業給付による所得維持（社会的保護）とア
クティベーション政策（就労能力を高める措置、カウンセリングと就労支援）との結合が強
調されるとともに、労働市場保険制度がすべての雇用関係に拡大され、有給雇用の各 1 時間
は等しい社会的保護に連結されるべきである、ということが提起される（ibid. : 415）。また、
新しい権利としてパートタイム失業給付を設け、これによって社会的に有用な労働（子育て
など）のために労働時間短縮を選ぶ人の所得を維持することも提案されている。
　労働と退職のあいだの移動を活性化する制度としては、雇用と退職を硬直的に時期区分す
る従来のやり方を見直し、男女が有給の労働と他の有用な活動（子育てや介護の支援）とを
6 ） 例えば大卒の失業率と中等教育卒の失業率（1997 年）をドイツとイギリスについて比較すれば、次の
ようになっている。ドイツでは、大卒の失業率が女性 7.0％、男性 5.1％であるのにたいし、中等教育卒
の失業率は女性 10.9％、男性 9.2％である。イギリスでは、大卒の失業率が女性 2.7％、男性 3.4％であ
るのにたいし、中等教育卒の失業率は女性 5.2％、男性 6.3％である（Schmid2002: 400）。
7 ） シュミットは、教育と継続的職業訓練に国家が介入しなければならない理由として、訓練をもっとも
必要とする人たちの多くが必要な資金を欠いていること、債務不履行の恐れのある若年者には銀行が
教育ローンを融資しないこと、を指摘している（Schmid2008: 287-288）。
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組み合わせることができる漸進的な退職制度が提案される。この漸進的な退職制度が発展す
るには、高齢者に適した雇用関係 8）の範囲を公的な職業訓練や所得支援によって広げていく
必要性がある（ibid. : 417-424）。
　要するに移動的労働市場は、ライフコースの視点から、①リスクに対して事後的に対応す
る社会政策をリスクに事前的に対応する社会的リスク管理に変える、②従来の失業保険を 5
つの移動にともなうリスクをカバーできる雇用保険あるいは労働生活保険に転換させる、 ③
労使の団体交渉によって社会的リスクを管理する基準を決定すること、を欧州雇用戦略を活
性化させるものとして提案するものである。
4 　フレキシキュリティと移動的労働市場
　欧州委員会は 2007 年に、「フレキシキュリティの共通原則」のなかで、フレキシキュリティ
を「労働市場において柔軟性と保障性を同時に高める統合的戦略」（CEC2007: 5） として定
義し、柔軟性と保障性が対立的ではなく相互促進的であることを強調した。しかし、2008
年末以降の経済危機を通じて、フレキシキュリティは今や、金融市場や生産物市場の柔軟性
要請に過度に譲歩して労働市場の保障性を犠牲にしてきた、と受け取られている。フレキシ
キュリティ概念は、「柔軟性と保障性のバランス」という概念が不明瞭である、両者のバラ
ンスよりも柔軟性を偏重している、就労能力を雇用保障と言い換える無理な定義をしている、
柔軟性と保障性の関係に含まれるトレードオフが軽視されている、 欧州雇用戦略の目標（よ
り多くのより良い職の創出）と手段（新しい形態の柔軟性と保障性）を混同する恐れがあ
る、といった批判的評価にさらされているが、そういったフレキシキュリティ概念を超える
ものとして、移動的労働市場アプローチが注目されている 9）。移動的労働市場アプローチは、
柔軟性と保障性との複雑な関係を明らかにして両者の補完的関係を制度的に作り出す方法であ
り、柔軟性と保障性との相互促進的な関係の構築を通してより多くのより質の高い雇用を創出
する、という欧州雇用戦略の目標を達成するための刷新された積極的労働市場政策を掲げる。
　表 4 は、Wilthagen and Tros（2004）が提示した柔軟性と保障性のマトリックスに、シュミッ
8 ） フルタイム雇用と完全な引退とのあいだには、多様な部分就労と「中間的労働市場」の形態が考えら
れる。高齢者の就労における中間的労働市場の重要性については、萱沼美香（2013）「高齢者の就労と
福祉」（関西大学大学院経済学研究科・学位論文）を参照。
9 ） フレキシキュリティを乗り越えるという視角は、「フレキシキュリティの共通原則」を EU レベルで
決定した 2007 年に刊行された Jørgensen and Madsen（2007）で初めて出現し、ヴィルトハーゲン
（Wilthagen1998）などの法学者主導で推し進められてきたフレキシキュリティ政策に批判的な労働政
策や社会政策の研究者によって深められた。上記の文献のなかで、デンマーク・モデルを定式化した
マッセンや移動的労働市場アプローチに立つシュミット、オーア、ガズィエたちが「保護された移動」
をめざすことについて論じている。
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トたちが多様で複雑な柔軟性 ･ 保障性の関係を明示するために改良を加えたものである。縦
軸の 4 つの要素は企業にとっての柔軟性を、横軸の 4 つの要素は労働者にとっての保障性を
示している。また、トレードオフ（ト）は一方の増加が他方を犠牲にすることを、好循環（好）
はお互いに相互促進的な関係にあることを、悪循環（悪）はお互いに否定的な影響を与え合
うことを意味している。この表の縦の第 1 列では、同職の保障と外的数量的柔軟性（解雇と
採用の自由）とは明らかにトレードオフ（対立）の関係にある。しかし、労働者が同職の保
障と内的数量的柔軟性（名目賃金の柔軟性と結びついた労働時間の可変性）を取引きするな
らば、職の保障と柔軟性は好循環に転じ、雇用主による企業特殊的な人的資本への投資をも
たらし、内的機能的柔軟性（労働者の技能の多様化、柔軟な労働編成）を高めることになる
かもしれない。つまり、柔軟性と保障性は必ずしもトレードオフの関係にあるのではなく、
雇用主が労働者の信頼（忠誠）を手に入れるために職の保障に関心をもつことも、労働者が
職の保障を確保するために、あるいは仕事と生活を両立させるために内的数量的柔軟性（労
働時間の柔軟性）に関心をもつこともありうるのである。表の縦の第 2 列は、雇用保障（就
労能力の保障または職の移動を通じて仕事を維持する確実性）と柔軟性の複雑な関連を示し
ている。雇用保障と内的数量的柔軟性および内的機能的柔軟性（労働者の仕事を離れての学
習、アウトソーシング、高技能の派遣雇用）とは好循環の関係にあるが、雇用保障と外的数
量的柔軟性、および雇用保障と外的機能的柔軟性の関係がトレードオフになるか、好循環に
なるか、悪循環になるかは、積極的労働市場政策の水準や失業給付のあり方、労使の団体交
渉に依存している。
表 4　柔軟性・保障性の関係：トレードオフか（ト）、好循環（好）か、悪循環（悪）か？
保障性 同職の保障 雇用保障 所得保障 選択の保障
柔軟性
外的数量的 ト ト／好／悪 ト／好／悪 ト
内的数量的 好 好 （ト）／好 ト／好
内的機能的 好 好 ト／好 （ト）／好
外的機能的 好 ト／好／悪 ト／好 ト／好
出所）Schmid2008: 316.
　一般的に言えば、図 2 にみられるように、柔軟性と保障性の組合せは、柔軟性と保障性の
好循環、柔軟性と保障性とのトレードオフ（保障性を犠牲）、保障性と柔軟性とのトレード
オフ（柔軟性を犠牲）、両者の悪循環、の 4 つに分類することができる。シュミットはそれ
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ぞれに対応した労働市場戦略として、保護された移動、交渉による柔軟性、交渉による保障
性、最低基準の制度化を提案する。これらの戦略はいずれも、柔軟性と保障性の諸要素がマ
クロ、メゾ、ミクロのレベルで相互に補完しあうことや、政労使の信頼関係を求めている。
　第 1 に、柔軟性と保障性との好循環を促進する「保護された移動」は、マクロレベルにお
ける手厚い所得保障と同職保障の緩和との取引きによる職の移動の促進、積極的労働市場政
策による雇用保障と手厚い所得保障との連携、メゾレベルにおける技能訓練基金および訓練
休暇を取り入れた労使協定、ミクロレベルにおける雇用の保障と内的機能的柔軟性の取引き、
から成っている。フレキシキュリティのデンマーク ･ モデル（解雇規制の緩和、手厚い失業
手当、積極的労働市場政策）がこの戦略の典型である。第 2 に、柔軟性と保障性のトレード
オフを win-win の状態に転換する「交渉による柔軟性」は、マクロレベルにおける集権的
団体交渉による賃金決定、好況期の賃金の一部を景気下降期に利用する職業訓練基金として
プールする柔軟な賃金制度、メゾレベルにおける同職の保障と賃金柔軟性との譲歩交渉、ミ
クロレベルにおける労働時間を選択できる権利、から成っている。第 3 に、柔軟性を減らし
て保障性を高めるトレードオフを win-win の状態に転換する「交渉による保障性」は、マ
クロレベルにおけるフレックス・ジョブ（デンマークで導入された、部分的であれば就労可
能な障がい者に補助金付きの仕事を提供する制度）、メゾレベルにおける柔軟な年金受領資
格についての労使協定、ミクロレベルにおける能力開発休暇と内的機能的柔軟性との取引き、
から成っている。第 4 に、悪循環を打破する「最低基準」の規制は、マクロレベルにおける
最低賃金（または最低賃金を設定する共通の規則）、メゾレベルにおける労働者派遣業を規
制するＥＵの共通基準、ミクロレベルにおける新しい社会的権利としての教育訓練・育児・
図 2　柔軟性と保障性のバランスを管理する戦略
⇒
⇒
⇒
⇒
⇒ ⇒
⇒⇒
出所）Schmid2008: 319
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能力開発のための休暇の権利、から成っている（Schmid2008: 317-322）。
結びに代えて
以上のように、積極的労働市場政策の革新としての移動労働市場アプローチは、従来の
欧州雇用戦略に欠けていた論点、具体的には、失業から雇用への移動にのみ重点をおいた「仕
事を割に合うものにする making work pay」アクティベーション政策を、諸個人のライフ
コースを通じた「諸移動を割に合うものにする making transitions pay」政策へと転換する。
そのためこのアプローチには、競争力とより質の高いより多くの雇用創出を掲げる欧州雇用
戦略の中心にすえられたフレキシキュリティ論争の次元を、質的に高めていく可能性があ
る 10）。第１に移動労働市場アプローチは、フレキシキュリティについての単純で狭い見方（た
とえば、より多くの柔軟性をより多くの保障性で補償するといった見方）を乗り越え、柔軟
性と保障性との複雑な関係を明らかにして両者の補完的関係を構築する有力な方法である
（Gazier 2007）。新段階の積極的労働市場政策と 5 つの移動措置を備えた移動労働市場その
ものが、柔軟性（移動）と保障性の制度化された解決として構想されているのである。第 2
にフレキシキュリティの対立的理解に反映される利害対立は、企業、産業部門、国家、EU
の各レベルにおける労使妥協、すなわち「交渉によるフレキシキュリティ」としてのみ解決
されうるのであるが、積極的労働市場政策の革新としての移動労働市場アプローチは、ライ
フコースを通じての就労可能性の保障が労使交渉の中心的問題であることを理論的に明らか
にしている（Schmid 2007）。第 3 に移動労働市場アプローチは、従来のフレキシキュリティ
論争に欠けていた、ライフコースを通して柔軟性と保障性を管理する移動措置に焦点を当て
る。そして、諸個人が新しいリスクに対応するための社会的権利 11）――教育や職業訓練の権
利、私的生活と仕事を両立させる権利、再訓練や心身のリハビリのための休暇の権利、市民
的・社会的対話に参加する権利など――がフレキシキュリティの構成要素として取り入れら
れるべきである、と提起する。これらの新しい社会的権利は、フレキシキュリティの将来が、
就労と福祉との連携の強化、すなわち、雇用保障を前提とする福祉国家の再編という次元を
超えて、それぞれのライフコースで人びとが必要に応じて労働市場を出入りできる自由（労
働力の商品化と脱商品化の均衡）、人びとの選択と生き方の幅の拡大という意味での自由が
10） 欧州委員会も、「移動をペイするものにする」と題した委員会通達のなかで、移動的労働市場アプロー
チが「フレキシキュリティの拡大された統合的ビジョンを含んでいること」を認め、このアプローチ
が重視する 5 つの保護された移動とフレキシキュリティ政策の手段とを接合する必要性を指摘してい
る（CEC2010）。
11） シュミットは、これらの新しい権利が従属的な雇用労働と引き換えに与えられるものではなく、行
為の新しい自由として、積極的な社会的保障性として与えられねばならないことを強調している
（Schmid2010）。
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ある、「選択可能な社会」12）に通じている、ということを示すものである。
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